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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

    提出会社の状況
回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期

会計期間

自2009年
２月１日
至2009年
７月31日

自2010年
２月１日
至2010年
７月31日

自2011年
２月１日
至2011年
７月31日

自2009年
２月１日
至2010年
１月31日

自2010年
２月１日
至2011年
１月31日

売上高（千円） 22,588,09022,036,29221,819,28245,504,12545,165,785

経常利益（千円） 785,842 444,667 593,035 1,802,428 1,985,920

中間（当期）純利益（千円）又は　

中間純損失（千円）（△）
123,499 32,417 △252,552 630,960 800,245

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円）

（発行済株式総数）（千株）

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

3,268,756

(17,769)

純資産額（千円） 10,424,84710,784,14311,122,46610,929,35211,552,305

総資産額（千円） 15,018,30817,483,26719,218,31915,312,99815,613,512

１株当たり純資産額（円） 588.13 608.39 627.48 616.58 651.73

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円）又は１株当たり中間純損失

金額（円）（△）

6.95 1.82 △14.24 35.59 45.14

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 10.00 10.00

自己資本比率（％） 69.4 61.7 57.9 71.3 74.0

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
889,548 2,823,153 3,373,414 1,777,533 2,106,492

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△108,867 △740,533 △595,239 △559,808 △1,110,759

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△9,908 △186,802 △179,292 △19,790 △197,152

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円）
5,365,272 7,686,680 9,186,740 5,791,410 6,588,623

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］(人)

596

[4,698]

580

[4,662]

574

[4,654]

579

[4,725]

570

[4,685]

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

        ３．第45期までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの、

　　　　　　当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。また、第46期中の潜在

　　　　　　株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 2011年７月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

オリジン弁当部門 403（4,221）

中華東秀部門 33　（335）

工場部門 19 　（58）

全社共通 119 　（40）

合計 574（4,654）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

 

(2）労働組合の状況

１．結成年月日　　2002年３月16日

２．名称　　　　　オリジン東秀ユニオン

３．所属上部団体　ＵＩゼンセン同盟イオングループ労働組合連合会

４．労使関係　　　労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

５．組合員数　　　485名　（2011年７月31日現在）

　　　 (注) 組合員数には、臨時雇用者のうち資格該当者（28名）を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、３月11日に発生した東日本大震災による生産活動の停滞や電力供給への

懸念、また米欧州の財政危機による円高等により、景気の先行き不透明感が継続いたしました。さらに、震災による

節電やさまざまな風評被害の影響により、個人消費は引き続き厳しい状況で推移いたしました。

　このような環境の中、当社は、震災後の混乱をいち早く平常に戻すことを最優先に、これまでどおり品質・品揃え

・サービスの向上を最重視した営業の強化を図ってまいりました。毎月25日の「お客さま感謝デー」や、毎月第２

水曜日の「オリジン弁当の日」をはじめとした販売促進の充実を実行するとともに、商品面では、毎月１日に原材

料に特にこだわった「イチオシ弁当」の発売や、月に２回の新商品を発売することでお客さまを飽きさせない選

べる売り場づくりに力を入れてまいりました。惣菜では、100g178円の均一価格としては圧倒的に価値のある「ス

ペシャルデリ」商品の開発や、「創業価格100g157円セール」を定期的に実施いたしました。また、夏の猛暑対応と

して、ご家庭での料理が大変な揚げ物を１個99円というリーズナブルな価格で、常時６種類から選べる豊富な品揃

えを展開し、お客さまから高い支持をいただきました。

　店舗展開においては、「オリジン弁当」12店舗、「中華東秀」２店舗を新規出店いたしました。不採算店舗は個店

別に業績改善の見込を検討し、「オリジン弁当」５店舗、「中華東秀」５店舗を閉鎖いたしました。店舗の活性化

においては、競合店との差別化や設備の標準化を目的に、「オリジン弁当」83店舗、「中華東秀」３店舗の改装を

積極的に実施し、ほぼ全店が業績の向上を果たしました。また、都内の中心部においては、「屋台デリ」（お弁当の

フードコート）を12拠点に出店し、合計29拠点になりました。

　売上高は、218億19百万円（前中間会計期間は220億36百万円）で前年比99.0％となりました。既存比は、オリジン

弁当部門が98.2%、中華東秀部門が101.6%で、特にオリジン弁当部門は震災後の食材逼迫が影響いたしました。

　売上総利益面においては、品揃えの強化をしつつロス率をほぼ前年並みに抑えられたことにより、原価率は41.0%

と前年41.8%から0.8ポイント改善し、営業総利益は129億60百万円（同128億66百万円）、前年比100.7％となりま

した。

　経費面においては、コスト削減への継続的な取り組みにより、前年比99.5％となりました。

　その結果、営業利益は５億86百万円（同４億30百万円）、前年比は136.2％で増益となりました。また、資産除去債

務会計基準の適用に伴う影響額や、減損損失等の特別損失を10億１百万円計上したため、中間純損失は２億52百万

円（前中間会計期間は純利益32百万円）となりました。

　

事業部門別の業績は次のとおりであります。

　①　オリジン弁当部門

　売上高は、203億69百万円となりました。

②　中華東秀部門

　売上高は、13億66百万円となりました。

③　その他部門

 イオングループへの食材供給等で、売上高は83百万円となりました。

　（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。　　　　

(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ25億98百万増加

し、当中間会計期間末では91億86百万円となりました。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果増加した資金は33億85百万円（前中間会計期間は28億23百万の獲得）となりました。これは期末

日が銀行休業日であった影響等により仕入債務の増減額が19億12百万円、未払金の増減額が８億44百万円それぞ

れ増加したことに加え、非資金費用である資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額が７億53百万円、減価償却費

が３億74百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は６億７百万円（前中間会計期間は７億40百万円の支出）となりました。これは新

規出店や店舗改装による建物等及び厨房機器入替等による工具、器具及び備品等の有形固定資産の取得に２億72

百万円、ソフトウエア等の無形固定資産の取得に２億80百万円支出したこと等によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は１億79百万円（前中間会計期間は１億86百万円の支出）となりました。これは配

当金の支払額が１億76百万円あったこと等によるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

品目
当中間会計期間

（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前年同期比（％）

ギョーザ 千食 4,423 105.2

中華丼パック 千食 160 110.9

コロッケ 千個 2,073 112.8

シュウマイ 千食 304 29.1

タレ類 kg 514,538 106.7

(2）受注状況

　当社は見込み生産を行っておりますので、受注状況については、記載すべき事項はありません。

(3）販売実績

区分

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

オリジン弁当部門 20,369,716 98.9

中華東秀部門 1,366,507 95.6

その他 83,057 470.7

合計 21,819,282 99.0

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、当社の事業等のリスクについて、重要な変更及び新たに生じたものはありません。

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

 5/35



６【研究開発活動】

(1)　商品開発の状況

　当社は、お客さまの健康を第一に考え、保存料・合成着色料は使用せず、飽きのこない家庭の味をコンセプトと

して、安全で厳選した食材を生産地まで遡って商品開発を行っております。

　また、主に関東（一都三県）中心に出店しておりますが、関西の味については、駐在の開発部員がきめ細やかに

対応しております。商品開発スタッフ（販促スタッフ含め）は７月末現在17名です。

　当中間会計期間の商品開発実績は、以下のとおりであります。

 

　　(2)　商品開発の実績

　新商品開発率推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

2011年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 平均

15.75 11.15 12.61 11.38 15.98 11.29 12.97

　　（注）新商品開発率＝新商品売上高÷総売上高×100

 

　　(3)　商品開発費用

　当社の商品開発にて発生した費用は、以下のとおりであります。

 人件費（千円） 他経費（千円） 合計（千円）

2009年度 117,950 12,702 130,652

2010年度 143,218 12,377 155,596

2011年中間期 68,396 9,227 77,624

　　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　財政状態の分析

　当中間会計期間末における資産合計は、192億18百万円であり、前事業年度末から36億４百万円増加しておりま

す。これは主に現金及び預金と預け金（寄託運用）が25億98百万円、資産除去債務会計基準の適用に伴い、有形

固定資産が３億44百万円及びソフトウエア取得等による無形固定資産が２億35百万円それぞれ増加したこと等

によるものであります。

　当中間会計期間末における負債合計は、80億95百万円であり、前事業年度末から40億34百万円増加しておりま

す。これは主に期末日が銀行休業日であった影響等による買掛金及び未払金等の流動負債が30億２百万円及び

資産除去債務会計基準の適用に伴う資産除去負債等の固定負債が10億32百万円それぞれ増加したこと等による

ものであります。また、有利子負債は当中間会計期間中に借入金の返済が完了いたしました。

　当中間会計期間末における株主資本合計は111億24百万円であり、前事業年度末から４億29百万円減少してお

ります。これは中間純損失が２億52百万円、配当金支払い１億77百万円等により利益剰余金が減少したこと等に

よるものであります。

 

(2)　経営成績の分析

　「１ 業績等の概要（1）業績」を参照願います。

 

(3)　キャッシュ・フローの分析

　「１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」を参照願います。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、増加した主要な設備の状況は次のとおりです。

事　業　所　名
(所　在　地)

事業部門 設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建　物

工具、器具及
び備品

合　計

新規出店14店

　オリジン弁当　12店

　中華東秀　　　２店

（東京都他１府３県）

オリジン弁当部門

中華東秀部門　
店舗 164,43975,566240,006

19

(125)

改装店舗83店　

　オリジン弁当　80店

　中華東秀　　　３店

（東京都他１府３県）

オリジン弁当部門

　

中華東秀部門

店舗 86,373 74,424160,798－

　
250,812149,991400,804

19

(125)

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

　　　２．従業員数の（　）は臨時従業員数であり、外書しております。

２【設備の新設、除却等の計画】

（１）前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

（２）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2011年７月31日）

提出日現在発行数（株）
(2011年10月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

   普通株式 17,769,444 17,769,444非上場・非登録
単元株式数

100株

計 17,769,444 17,769,444 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行株式総数
残高
（株）

資本金増減額
（千円）
 

資本金残高
（千円）
 

資本準備金
増減額
（千円）

 資本準備金
 残高
（千円）

 2011年２月１日

～2011年７月31日　
－ 17,769,444 － 3,268,756 － 3,091,791

（６）【大株主の状況】

　 2011年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

イオンリテール株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５－１ 16,967,37095.49

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 235,400 1.32

シージーエムエフピー－ピーシーエフ

　エクイティ

（常任代理人　シティバンク銀行株式

会社証券業務部）

388 GREENWICH STREET，NEW YORK，NY 10013

U.S.A.

（東京都千代田区丸の内１丁目５－１）

164,400 0.93

リーマン　ブラザーズ　

コマーシャルコープ　アジア

（常任代理人　リーマン・ブラザーズ

証券株式会社）

26/F TWO INTERNATIONAL FINANCE

 CENTRE 8 FINANCE STREET CENTRAL HONG KONG

（東京都港区六本木６丁目10－１　六本木ヒル

ズ森タワー31階）

111,300 0.63

ゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル

（常任代理人　ゴールドマン・サック

ス証券会社東京支店）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K

（東京都港区六本木６丁目10－１　六本木ヒル

ズ森タワー）

47,800 0.27

オリジン東秀株式会社 東京都調布市仙川町３丁目２－４ 44,024 0.25

計 － 17,570,29498.88

（注）１．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が26,454株、失念株式が8,976株あります。

　　　２．イオン株式会社が保有する当社の株式はイオンリテール株式会社に分割承継され、当社の親会社は

　　　　　イオンリテール株式会社となっております。なお、名義変更手続きは未完了となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2011年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     44,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,721,300 177,213 －

単元未満株式 普通株式      4,144 －
１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 17,769,444 － －

総株主の議決権 － 177,213 －

  （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式

がそれぞれ26,400株（議決権の個数264個）及び54株が含まれております。

②【自己株式等】

 2011年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

オリジン東秀株式会社
東京都調布市仙川町

三丁目２番地４
44,000 － 44,000 0.25

計 － 44,000 － 44,000 0.25

　

２【株価の推移】

　当社株式は非上場・非登録でありますので、該当事項はありません。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（2010年２月１日から2010年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（2011年２月１日から2011年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（2010年２月１日から2010年７月31日

まで）及び当中間会計期間（2011年２月１日から2011年７月31日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人

トーマツによる中間監査を受けております。

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(2010年７月31日)

当中間会計期間末
(2011年７月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(2011年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,486,680 5,386,740 2,388,623

売掛金 255,636 284,802 294,305

たな卸資産 323,669 396,678 285,213

預け金 2,200,000 3,800,000 4,200,000

繰延税金資産 587,563 144,978 111,099

その他 761,336 772,295 744,848

貸倒引当金 △2,400 △1,500 △2,410

流動資産合計 9,612,486 10,783,995 8,021,679

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 1,877,594

※1
 2,059,723

※1, ※2
 1,759,937

工具、器具及び備品（純額） ※1
 1,019,767

※1
 980,350

※1
 932,292

土地 ※2
 899,529 899,529 ※2

 899,529

その他（純額） ※1
 119,994

※1
 114,525

※1
 117,618

有形固定資産合計 3,916,886 4,054,128 3,709,377

無形固定資産 281,110 487,406 251,726

投資その他の資産

投資有価証券 10,377 10,888 10,943

長期差入保証金 2,452,604 2,451,515 2,463,420

繰延税金資産 672,631 904,524 625,363

賃貸不動産（純額） ※1
 412,541

※1
 408,973

※1
 411,092

その他 150,342 152,499 147,416

貸倒引当金 △25,713 △35,614 △27,509

投資その他の資産合計 3,672,784 3,892,787 3,630,728

固定資産合計 7,870,781 8,434,323 7,591,832

資産合計 17,483,267 19,218,319 15,613,512
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(2010年７月31日)

当中間会計期間末
(2011年７月31日)

前事業年度の要約
貸借対照表

(2011年１月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※3
 3,299,605

※3
 3,398,776 1,486,146

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 12,280 － ※2

 2,400

未払金 ※3
 2,513,987

※3
 2,598,204 1,622,043

未払法人税等 124,630 266,437 271,495

未払消費税等 135,183 160,091 117,203

賞与引当金 82,734 89,806 108,475

役員業績報酬引当金 12,000 12,360 23,500

その他 193,136 194,874 86,854

流動負債合計 6,373,557 6,720,550 3,718,119

固定負債

退職給付引当金 260,697 306,915 280,823

役員退職慰労引当金 50,320 62,260 55,830

資産除去債務 － 1,002,887 －

その他 14,548 3,240 6,433

固定負債合計 325,566 1,375,302 343,087

負債合計 6,699,123 8,095,852 4,061,206

純資産の部

株主資本

資本金 3,268,756 3,268,756 3,268,756

資本剰余金

資本準備金 3,091,791 3,091,791 3,091,791

資本剰余金合計 3,091,791 3,091,791 3,091,791

利益剰余金

利益準備金 402,962 402,962 402,962

その他利益剰余金

別途積立金 4,850,000 4,850,000 4,850,000

繰越利益剰余金 △727,856 △389,834 39,972

利益剰余金合計 4,525,106 4,863,128 5,292,934

自己株式 △99,431 △99,431 △99,431

株主資本合計 10,786,221 11,124,244 11,554,050

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,078 △1,777 △1,744

評価・換算差額等合計 △2,078 △1,777 △1,744

純資産合計 10,784,143 11,122,466 11,552,305

負債純資産合計 17,483,267 19,218,319 15,613,512
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2010年２月１日
　至　2010年７月31日)

当中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

前事業年度の要約
損益計算書

(自　2010年２月１日
　至　2011年１月31日)

売上高 22,036,292 21,819,282 45,165,785

売上原価 9,207,222 8,948,780 18,622,203

売上総利益 12,829,070 12,870,501 26,543,581

営業収入 37,498 89,540 113,550

営業総利益 12,866,568 12,960,041 26,657,132

販売費及び一般管理費 12,435,659 ※1
 12,373,292

※1
 24,694,643

営業利益 430,908 586,748 1,962,488

営業外収益 ※2
 27,242

※2
 26,838

※2
 57,558

営業外費用 ※3
 13,483

※3
 20,551

※3
 34,126

経常利益 444,667 593,035 1,985,920

特別利益 4,920 ※4
 63,710 5,671

特別損失 ※5, ※7
 249,453

※5, ※7
 1,001,360

※5, ※7
 356,036

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 200,134 △344,614 1,635,555

法人税、住民税及び事業税 80,811 220,954 224,903

法人税等調整額 86,906 △313,017 610,406

法人税等合計 167,717 △92,062 835,310

中間純利益又は中間純損失（△） 32,417 △252,552 800,245
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2010年２月１日
　至　2010年７月31日)

当中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書

(自　2010年２月１日
　至　2011年１月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,268,756 3,268,756 3,268,756

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 3,268,756 3,268,756 3,268,756

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,091,791 3,091,791 3,091,791

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 3,091,791 3,091,791 3,091,791

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 402,962 402,962 402,962

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 402,962 402,962 402,962

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 4,850,000 4,850,000 4,850,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 4,850,000 4,850,000 4,850,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △583,018 39,972 △583,018

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） 32,417 △252,552 800,245

当中間期変動額合計 △144,837 △429,806 622,990

当中間期末残高 △727,856 △389,834 39,972

利益剰余金合計

前期末残高 4,669,943 5,292,934 4,669,943

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） 32,417 △252,552 800,245

当中間期変動額合計 △144,837 △429,806 622,990

当中間期末残高 4,525,106 4,863,128 5,292,934

自己株式

前期末残高 △99,394 △99,431 △99,394

当中間期変動額

自己株式の取得 △37 － △37

当中間期変動額合計 △37 － △37

当中間期末残高 △99,431 △99,431 △99,431
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2010年２月１日
　至　2010年７月31日)

当中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書

(自　2010年２月１日
　至　2011年１月31日)

株主資本合計

前期末残高 10,931,096 11,554,050 10,931,096

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） 32,417 △252,552 800,245

自己株式の取得 △37 － △37

当中間期変動額合計 △144,874 △429,806 622,953

当中間期末残高 10,786,221 11,124,244 11,554,050

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △1,743 △1,744 △1,743

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △334 △32 △0

当中間期変動額合計 △334 △32 △0

当中間期末残高 △2,078 △1,777 △1,744

評価・換算差額等合計

前期末残高 △1,743 △1,744 △1,743

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △334 △32 △0

当中間期変動額合計 △334 △32 △0

当中間期末残高 △2,078 △1,777 △1,744

純資産合計

前期末残高 10,929,352 11,552,305 10,929,352

当中間期変動額

剰余金の配当 △177,254 △177,254 △177,254

中間純利益又は中間純損失（△） 32,417 △252,552 800,245

自己株式の取得 △37 － △37

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △334 △32 △0

当中間期変動額合計 △145,209 △429,839 622,953

当中間期末残高 10,784,143 11,122,466 11,552,305
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自　2010年２月１日
　至　2010年７月31日)

当中間会計期間
(自　2011年２月１日
　至　2011年７月31日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自　2010年２月１日
　至　2011年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） 200,134 △344,614 1,635,555

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 753,615 －

減価償却費 311,539 374,022 641,247

減損損失 99,462 59,066 150,676

引当金の増減額（△は減少） △4,026 9,907 60,656

有形固定資産除売却損益（△は益） 68,542 60,211 105,394

受取利息及び受取配当金 △6,799 △7,487 △14,621

支払利息 152 2 209

売上債権の増減額（△は増加） 16,985 9,502 △21,683

たな卸資産の増減額（△は増加） 17,907 △111,465 56,363

仕入債務の増減額（△は減少） ※2
 1,785,219

※2
 1,912,629 △30,624

未払消費税等の増減額（△は減少） △72,055 42,888 △90,035

リース資産減損勘定の取崩額 △52,268 △12,840 △84,280

未払金の増減額（△は減少） ※2
 490,193

※2
 844,141 △141,013

その他 121,641 24,559 △1,959

小計 2,976,629 3,614,139 2,265,887

利息及び配当金の受取額 7,383 7,616 14,721

利息の支払額 △139 － △179

法人税等の支払額 △160,721 △236,566 △173,936

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,823,153 3,385,189 2,106,492

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △521,337 △272,220 △867,437

有形固定資産の売却による収入 － 4,527 761

無形固定資産の取得による支出 △172,546 △280,436 △189,163

貸付金の回収による収入 1,743 1,650 2,293

長期差入保証金の回収による収入 57,343 35,227 113,721

出店による支出 △32,532 △40,663 △59,979

閉店による支出 △73,355 △55,183 △110,669

その他 151 84 △287

投資活動によるキャッシュ・フロー △740,533 △607,015 △1,110,759

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △9,880 △2,400 △19,760

自己株式の取得による支出 △37 － △37

配当金の支払額 △176,885 △176,892 △177,355

財務活動によるキャッシュ・フロー △186,802 △179,292 △197,152

現金及び現金同等物に係る換算差額 △547 △765 △1,366

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,895,270 2,598,116 797,213

現金及び現金同等物の期首残高 5,791,410 6,588,623 5,791,410

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 7,686,680

※1
 9,186,740

※1
 6,588,623
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前中間会計期間

（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

　　その他有価証券　

時価のあるもの　

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(1）有価証券

　　その他有価証券　

時価のあるもの　

同左

(1）有価証券

その他有価証券　

時価のあるもの　

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの　

同左

 (2）デリバティブ

　時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

      　　  同左  

　 (3）たな卸資産

商品及び製品

　総平均法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

(3）たな卸資産

商品及び製品

同左

(3）たな卸資産

商品及び製品

同左

　 　  　

　 原材料

同上

原材料

同上

原材料

同上

　 仕掛品

同上

仕掛品

同上

仕掛品

同上

　 貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

（リース資産を除く）

定額法

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　　５～59年

賃貸不動産　　　　　４～57年

工具、器具及び備品　３～15年　

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

（リース資産を除く）

定額法

同左

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

（リース資産を除く）

定額法

同左

 (2) 無形固定資産（リース資産を

除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産（リース資産を

除く）

同左

(2) 無形固定資産（リース資産を

除く）

同左

 (3) 長期前払費用

均等償却

(3) 長期前払費用

 同左

(3) 長期前払費用

　　　　　　 　同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

前事業年度
（自　平成21年２月１日
至　平成22年１月31日）

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　売掛金等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については、個別

に回収可能性を勘案し回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備える

ため支給見込額に基づき計上し

ております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当中間

会計期間末に発生していると認

められる額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上し

ております。

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

中間期末要支給額を計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

（4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。

 (5）役員業績報酬引当金

  役員に対して支給する業績報

酬の支出に備えるために、支給見

込額の当中間会計期間に負担す

べき金額を計上しております。

(5）役員業績報酬引当金

同左

(5）役員業績報酬引当金

  役員に対して支給する業績報

酬の支出に備えるために、支給見

込額の当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。

　
　 （追加情報）

  従来、役員賞与引当金に計上し

ていた役員に対して支給する業

績に連動して支払う報酬の支給

見込額については、当中間会計期

間より役員業績報酬引当金とし

て表示しております。

――――― ―――――

４．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　通貨スワップ取引については、繰

延ヘッジ処理を採用しております。

            ―――――

　

①ヘッジ会計の方法

 通貨スワップ取引については、繰

延ヘッジ処理を採用しております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段  ヘッジ対象

通貨スワップ 外貨建輸入予
定取引及び買

掛金

　 ヘッジ手段  ヘッジ対象

通貨スワップ 外貨建輸入予
定取引及び買

掛金

 ③ヘッジ方針

　ヘッジ対象額が実需の範囲内で、

為替の変動リスクを回避する目的

で行っております。

　 ③ヘッジ方針

　ヘッジ対象額が実需の範囲内で、

為替の変動リスクを回避する目的

で行っております

 ④ヘッジ有効性評価の方法

　通貨スワップ取引については、

ヘッジの対象となる外貨建輸入予

定取引に関する重要な条件が同一

であるため、ヘッジに高い有効性が

あるものと判断し、ヘッジの有効性

の判定を省略しております。

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

  通貨スワップ取引については、

ヘッジの対象となる外貨建輸入予

定取引に関する重要な条件が同一

であるため、ヘッジに高い有効性が

あるものと判断し、ヘッジの有効性

の判定を省略しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当中間会計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

前事業年度
（自　平成21年２月１日
至　平成22年１月31日）

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金

の範囲

 手許現金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から3ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からな

ります。

同左 同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　税抜き方式によって処理してお

ります。

　　消費税等の会計処理

同左

　　消費税等の会計処理

同左

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】
前中間会計期間

（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

―――――  （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当中間会計期間より、「資産除去債務に関す

る会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ

34,270千円、税引前中間純利益は832,972千円

減少しております。　

―――――

――――― ―――――  （退職給付に係る会計基準の一部改正（その

３）の適用）

　当事業年度より、「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）（企業会計基準第

19号　平成20年７月31日）を適用しておりま

す。

　当該変更による損益に与える影響はありませ

ん。

【表示方法の変更】

前中間会計期間
（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

（中間貸借対照表）

　「工具、器具及び備品（純額）」は、前中間会計期間まで

有形固定資産の「その他（純額）」に含めて表示してお

りましたが、資産の総額の100分の５を超え、金額の重要性

が増したため、区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間の「工具、器具及び備品（純額）」

の金額は306,856千円であります。

　

──────

（中間キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増減

額」は、前中間会計期間は「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額の重要性が増したため、区分掲記してお

ります。

　なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている「未

払金の増減額」の金額は△100,959千円であります。

──────
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）
前中間会計期間末
（2010年７月31日）

当中間会計期間末
（2011年７月31日）

前事業年度末
（2011年１月31日）

※１．有形固定資産及び賃貸不動産の減価償

却累計額

※１．有形固定資産及び賃貸不動産の減価償

却累計額

※１．有形固定資産及び賃貸不動産の減価償

却累計額

有形固定資産 7,778,802千円

賃貸不動産 49,789 〃 

有形固定資産 8,792,293千円

賃貸不動産 54,028 〃 

有形固定資産 8,052,937千円

賃貸不動産 51,910 〃 

 減価償却累計額には、減損損失累計額が

含まれております。 

 減価償却累計額には、減損損失累計額が

含まれております。 

 減価償却累計額には、減損損失累計額が

含まれております。 

※２．担保資産及び担保付債務 ――――― ※２．担保資産及び担保付債務

イ．担保差入資産 　 イ．担保差入資産

建物  336,721千円

土地  829,980 〃 

計  1,166,702千円

　 建物  288,636千円

土地  651,785 〃 

計  940,422千円

ロ．上記の担保資産に対する債務 　 ロ．上記の担保資産に対する債務

長期借入金 12,280千円

（一年以内返済予定額を含む）

　 長期借入金 2,400千円

（一年以内返済予定額を含む）

※３．当中間会計期間は期末日が金融機関の

休業日であったため、主に以下の未決済分

が含まれております。

※３．当中間会計期間は期末日が金融機関の

休業日であったため、主に以下の未決済分

が含まれております。

―――――

買掛金  1,478,821千円

未払金  626,390 〃 

合計  2,105,211千円

買掛金  1,595,428千円

未払金  550,669 〃 

合計  2,146,098千円

　

（中間損益計算書関係）
前中間会計期間

（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

                  ―――――            ※１．販売費及び一般管理費の主要項目 ※１．販売費及び一般管理費の主要項目

　 給与手当及び賞与 1,249,250千円

パートアルバイト

給料
4,987,058 〃

退職給付費用 127,954 〃

役員退職慰労引当

金繰入額
6,430 〃

賞与引当金繰入額 83,447 〃

配送配達費 766,440 〃

水道光熱費 796,470 〃

賃借料 1,486,840 〃

給与手当及び賞与 2,519,961千円

パートアルバイト

給料
10,114,880 〃

退職給付費用 260,305 〃

役員退職慰労引当

金繰入額
10,810 〃

賞与引当金繰入額 95,710 〃

配送配達費 1,573,213 〃

水道光熱費 1,783,263 〃

賃借料 2,856,040 〃

※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目 ※２．営業外収益の主要項目

受取利息 6,629千円

受取配当金 169 〃

受取家賃 13,470 〃

受取利息 7,315千円

受取家賃 13,525 〃

受取利息 14,288千円

受取家賃 26,968 〃

※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目 ※３．営業外費用の主要項目

支払利息 152千円 貸倒引当金繰入額 8,135千円

現金過不足 6,613千円

貸倒引当金繰入額 3,434千円

現金過不足 10,942千円

                 ―――――              ※４．特別利益の主要項目                ―――――                

　 立退補償金 54,766千円 　
※５．特別損失の主要項目 ※５．特別損失の主要項目 ※５．特別損失の主要項目

固定資産除却損 68,542千円

減損損失 99,462 〃 

固定資産除却損 29,334千円

減損損失 59,066 〃 

資産除去債務会計

基準適用に伴う影

響額

753,615 〃 

過年度水道光熱費 140,007 〃 

固定資産除却損 106,156千円

減損損失 150,676 〃 

　６．減価償却実施額 　６．減価償却実施額 　６．減価償却実施額

有形固定資産 251,049千円

無形固定資産 35,440 〃

賃貸不動産 2,085 〃

有形固定資産 293,590千円

無形固定資産 50,456 〃

賃貸不動産 2,118 〃

有形固定資産 516,923千円

無形固定資産 70,758 〃

賃貸不動産 4,205 〃
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前中間会計期間
（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

※７．減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当中間会計期間において当社は以下のグ

ルーピングについて減損損失を計上して

おります。

※７．減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当中間会計期間において当社は以下のグ

ルーピングについて減損損失を計上して

おります。

※７．減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当事業年度において当社は以下のグルー

ピングについて減損損失を計上しており

ます。

用途・場所 種類
減損損失
(千円）

 店舗

(東京都世田谷

区他）

建物等 99,462

 計     99,462

用途・場所 種類
減損損失
(千円）

 店舗

(東京都世田谷

区他）

建物等 59,066

 計     59,066

用途・場所 種類
減損損失
(千円）

 店舗

(東京都世田谷

区他）

建物等 150,676

 計     150,676

　当社は減損損失を認識するにあたり、店

舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ・

フローを生み出す最小単位としてグルー

ピングしております。また、本社及び工場

等につきましては、全社資産としてグルー

ピングしております。 

　グルーピングの最小単位である店舗、賃

貸資産における営業活動から生ずる損益

が継続してマイナス又はマイナスとなる

見込みである資産グループ及び、遊休状態

にあり今後の使用目的が立っていない資

産グループの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。　　　　

　当社は減損損失を認識するにあたり、店

舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ・

フローを生み出す最小単位としてグルー

ピングしております。また、本社及び工場

等につきましては、全社資産としてグルー

ピングしております。 

　グルーピングの最小単位である店舗、賃

貸資産における営業活動から生ずる損益

が継続してマイナス又はマイナスとなる

見込みである資産グループ及び、遊休状態

にあり今後の使用目的が立っていない資

産グループの帳簿価額を回収可能額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。　　　　

　当社は減損損失を認識するにあたり、店

舗、賃貸資産及び遊休資産をキャッシュ・

フローを生み出す最小単位としてグルー

ピングしております。また、本社及び工場

等につきましては、全社資産としてグルー

ピングしております。　　　　　

　グルーピングの最小単位である店舗、賃

貸資産における営業活動から生ずる損益

が継続してマイナス又はマイナスとなる

見込みである資産グループ及び、遊休状態

にあり今後の使用目的が立っていない資

産グループの帳簿価額を回収可能額まで

減損し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。　　　

種類 金額 (千円）

 建物 63,823

 工具、器具及び備品 23,566

 長期前払費用 9,319

 リース資産 2,753

 合計 99,462

　

種類 金額 (千円）

 建物 47,399

 工具、器具及び備品 6,283

 長期前払費用 5,383

 合計 59,066

種類 金額 (千円）

 建物 101,017

 工具、器具及び備品 29,428

 長期前払費用 11,979

 リース資産 7,858

 構築物 392

 合計 150,676

　
　資産グループの回収可能価額は正味売却

価額又は使用価値により測定しておりま

す。正味売却価額は、１店舗当たりの重要

性が低いため、固定資産税評価額等を基に

算定した金額により評価しております。ま

た使用価値は、将来キャッシュ・フローを

6.9％で割り引いて計算しております。

　資産グループの回収可能価額は正味売却

価額又は使用価値により測定しておりま

す。正味売却価額は、１店舗当たりの重要

性が低いため、固定資産税評価額等を基に

算定した金額により評価しております。ま

た使用価値は、将来キャッシュ・フローを

5.5％で割り引いて計算しております。

　

　資産グループの回収可能価額は正味売却

価額又は使用価値により測定しておりま

す。正味売却価額は、１店舗当たりの重要

性が低いため、固定資産税評価額等を基に

算定した金額により評価しております。ま

た使用価値は、将来キャッシュ・フローを

6.1％で割り引いて計算しております。

（中間株主資本等変動計算書関係）

       前中間会計期間（自　2010年２月１日　至　2010年７月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 43,964 60 － 44,024

合計 43,964 60 － 44,024

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加60株は単元未満株式の買取りによる増加であります。 
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　 　 ２．配当に関する事項

　　　　（１）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2010年３月24日

取締役会
普通株式 177,254 10 2010年１月31日 2010年４月26日

　　　　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

　　　　　　　該当事項はありません。

       当中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 44,024 － － 44,024

合計 44,024 － － 44,024

　

　 　 ２．配当に関する事項

　　　　（１）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2011年３月23日

取締役会
普通株式 177,254 10 2011年１月31日 2011年４月25日

　　　　（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

　　　　　　　該当事項はありません。

　　 前事業年度（自　2010年２月１日　至　2011年１月31日）

　 　 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,769,444 － － 17,769,444

合計 17,769,444 － － 17,769,444

自己株式     

普通株式 43,964 60 － 44,024

合計 43,964 60 － 44,024

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加60株は単元未満株式の買取りによる増加であります。
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　 　 ２．配当に関する事項　

　　　　（１）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2010年３月24日

取締役会
普通株式 177,254 10 2010年１月31日 2010年４月26日

　　　　（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2011年３月23日

取締役会
普通株式 177,254利益剰余金 10 2011年１月31日 2011年４月25日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）
前中間会計期間

（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係

（2010年７月31日現在） （2011年７月31日現在） （2011年１月31日現在）

現金及び預金勘定 5,486,680千円 

預け金（寄託運用） 2,200,000 〃  

現金及び現金同等物 7,686,680千円 

　

現金及び預金勘定 5,386,740千円 

預け金（寄託運用） 3,800,000 〃  

現金及び現金同等物 9,186,740千円 

　

現金及び預金勘定 2,388,623千円 

預け金（寄託運用） 4,200,000 〃  

現金及び現金同等物 6,588,623千円 

　
※２．当中間会計期間の営業活動による

キャッシュ・フローには期末日が金融機

関の休業日であったため、主に以下の未決

済分が含まれております。

※２．当中間会計期間の営業活動による

キャッシュ・フローには期末日が金融機

関の休業日であったため、主に以下の未決

済分が含まれております。

―――――

仕入債務の増減額 1,478,821千円 

未払金の増減額 626,390 〃  

合計 2,105,211千円 

　

仕入債務の増減額 1,595,428千円 

未払金の増減額 550,609 〃  

合計 2,146,098千円 
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（リース取引関係）
前中間会計期間

（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

１．リース取引開始日が2009年１月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取

引（借主側）

１．リース取引開始日が2009年１月31日以

　　前の所有権移転外ファイナンス・リー

　　ス取引（借主側）

１．リース取引開始日が2009年１月31日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取

引（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額

重要性が乏しいため注記を省略しておりま

す。　

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額

 
機械装置
（千円）

 工具、器具及び備品
（千円）

 その他
（千円）

 合計
（千円）

取得価
額相当
額

239,341 622,062 13,696 875,100

減価償
却累計
額相当
額

191,845 535,092 12,208 739,145

減損損
失累計
額相当
額

16,497 41,589 － 58,086

中間期
末残高
相当額

30,999 45,381 1,488 77,868

　  
機械装置
（千円）

 工具、器具及び備品
（千円）

 その他
（千円）

 合計
（千円）

取得価
額相当
額

190,783 414,271 13,696 618,751

減価償
却累計
額相当
額

167,113 382,080 13,408 562,602

減損損
失累計
額相当
額

14,670 31,856 － 46,527

期末残
高相当
額

8,999 334 287 9,621

②　未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高

　 ②　未経過リース料期末残高相当額及びリー

ス資産減損勘定期末残高

 （千円)

１年以内 110,581

１年超 29,516

合計 140,098

 　リース資産減損勘定中間期末残高

48,457千円 

  （千円)

１年以内 51,193

１年超 7,057

合計 58,250

 　リース資産減損勘定期末残高

21,550千円 

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

　 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

 （千円)

支払リース料 108,416

リース資産減損勘定の取崩額（注）

△52,268

減価償却費相当額 105,634

支払利息相当額 2,083

減損損失 2,753

　  （千円)

支払リース料 168,629

リース資産減損勘定の取崩額（注）

△84,280

減価償却費相当額 164,104

支払利息相当額 2,844

減損損失 7,858

注）取崩額には、リース解約分が含まれて

おります。

　 注）取崩額には、リース解約分が含まれて

おります。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

　 ④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法

・減価償却費相当額の算定方法

       リース期間を耐用年数とし、残存価

        額を零とする定額法によっておりま

 　　　 す。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。

　 ・利息相当額の算定方法

　　　　リース料総額とリース物件の取得価

　　　　額相当額との差額を利息相当額と

　　　　し、各期への配分方法については、

　　　　利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引　 ２．オペレーティング・リース取引　 ２．オペレーティング・リース取引　

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

オペレーティング・リース取引のうち、解

約不能のものに係る未経過リース料

 （千円)

１年以内 20,287

１年超 95,321

合計 115,608

 （千円)

１年以内 14,160

１年超 81,161

合計 95,321

 （千円)

１年以内 14,982

１年超 88,241

合計 103,223
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（金融商品関係）

当中間会計期間末（2011年７月31日）

金融商品の時価等に関する事項

　2011年７月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金及び預金 5,386,740 5,386,740 －

②売掛金 284,802 284,802 －

③預け金 3,800,000 3,800,000 －

④投資有価証券 10,888 10,888 －

⑤長期差入保証金 2,451,515 2,423,249 △28,265

資産計 11,923,05811,894,792△28,265

①買掛金 3,398,776 3,398,776 －

②未払金 2,613,149 2,613,149 －

③未払法人税等 266,437 266,437 －

負債計 6,278,362 6,278,362 －

（注）金融商品の時価の算定方法

  資産

  ①現金及び預金、②売掛金、③預け金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

  す。

　④投資有価証券  

  これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

  ⑤長期差入保証金

各契約期間に基づき、リスクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。

  負債

　①買掛金、②未払金、③未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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前事業年度末（2011年１月31日）

　金融商品の時価等に関する事項

　2011年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

 
貸借対照表
計上額

時価 差額

①現金及び預金 2,388,623 2,388,623 －

②売掛金 294,305 294,305 －

③預け金 4,200,000 4,200,000 －

④投資有価証券　 10,943 10,943 －

⑤長期差入保証金 2,463,420 2,430,695 △32,725

資産計 9,357,293 9,324,568 △32,725

①買掛金 1,486,146 1,486,146 －

②１年内返済予定の長期借入金 2,400 2,400 －

③未払金 1,622,043 1,622,043 －

④未払法人税等 271,495 271,495 －

負債計 3,382,085 3,382,085 －

（注）金融商品の時価の算定方法

  資産

  ①現金及び預金、②売掛金、③預け金

  これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま 

  す。

　④投資有価証券  

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　⑤長期差入保証金

各契約期間に基づき、リスクフリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。

  負債

　①買掛金、②１年内返済予定の長期借入金、③未払金、④未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

27/35



（有価証券関係）

前中間会計期間末（2010年７月31日）

有価証券

１　その他有価証券

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

(1)株式 13,900 10,377 △3,522

(2)債券             

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3)その他 － － －

合計 13,900 10,377 △3,522

　（注）　減損処理を行ったその他有価証券の取得原価については、減損処理後の帳簿価額を記載しております。なお、当中

間会計期間においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、中間

会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落し

た場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。

          ２　時価評価されていない主な有価証券の内容

　　　　      該当事項はありません。 

当中間会計期間末（2011年７月31日）

有価証券

その他有価証券

種類

中間貸借対照表

計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

中間貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1)株式等 1,082 959 123

(2)債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 1,082 959 123

中間貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1)株式等 9,805 12,941 △3,135

(2)債券    

①国債.地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 9,805 12,941 △3,135

合計 10,888 13,900 △3,012

　（注）　当中間会計期間においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、当

中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下

落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってお

ります。 

前事業年度末（2011年１月31日）

有価証券

　　　　　その他有価証券
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　　　　　　　　　　　　種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの

(1)株式等 1,295 1,155 139

(2)債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 1,295 1,155 139

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの

(1)株式等 9,648 12,745 △3,096

(2)債券    

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 9,648 12,745 △3,096

合計 10,943 13,900 △2,956

　（注）　当事業年度においては減損処理の対象がないため、その計上を行っておりません。減損処理に当たっては、当事業

年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％下落した場

合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。　

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間末（2010年７月31日）

  該当事項はありません。

当中間会計期間末（2011年７月31日）

  該当事項はありません。

前事業年度末（2011年１月31日）

  該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　2010年２月１日　至　2010年７月31日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　2010年２月１日　至　2011年１月31日）

該当事項はありません。　

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　2010年２月１日　至　2010年７月31日）

当社は持分法を適用する関連会社が存在しないため該当事項はありません。

当中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

当社は持分法を適用する関連会社が存在しないため該当事項はありません。

前事業年度（自　2010年２月１日　至　2011年１月31日）

当社は持分法を適用する関連会社が存在しないため該当事項はありません。

(資産除去債務関係）

当中間会計期間末（2011年７月31日）

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減

　

前事業年度末残高（注） 992,227千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 20,737千円

時の経過による調整額 3,586千円

資産除去債務の履行による減少額 △13,663千円

当中間会計期間末残高 1,002,887千円

　

（注）当中間会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当中間会計期間の期首における残高を記

載しております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

当社においては、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　2010年２月１日
至　2010年７月31日）

当中間会計期間
（自　2011年２月１日
至　2011年７月31日）

前事業年度
（自　2010年２月１日
至　2011年１月31日）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額

　 608円39銭 　 627円48銭 　 651円73銭

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純損失金額 １株当たり当期純利益金額

　 1円82銭 　 △14円24銭 　 45円14銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握出来

ませんので記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

　益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

  潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式は存在す

るものの、当社株式は非上場であり、期

中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。

　(注)　１株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　2010年２月１日
至　2010年７月31日)

当中間会計期間
(自　2011年２月１日
至　2011年７月31日)

前事業年度
(自　2010年２月１日
至　2011年１月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（千円）（△）
32,417 △252,552 800,245

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（千円）（△）
32,417 △252,552 800,245

期中平均株式数（千株） 17,725 17,725 17,725

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要

旧商法に基づく新株予

約権１種類

　なお、2010年６月30日

に権利行使期間が満了

しております。

――――― ―――――

（重要な後発事象）

前中間会計期間（自　2010年２月１日　至　2010年７月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　2011年２月１日　至　2011年７月31日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　2010年２月１日　至　2011年１月31日）

　該当事項はありません。　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類

　　　事業年度（第45期）（自　2010年２月１日　至　2011年１月31日）　2011年４月25日関東財務局長に提出

２　有価証券報告書の訂正報告書

　　　事業年度（第45期）（自　2010年２月１日　至　2011年１月31日）　2011年10月13日関東財務局長に提出　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

   平成２２年１０月１２日

オリジン東秀株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飯島　誠一　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　　努　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリジン東秀株式会社の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの第４５期事業年度の中間会計期間（平

成２２年２月１日から平成２２年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

オリジン東秀株式会社の平成２２年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２２年２

月１日から平成２２年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

オリジン東秀株式会社(E03302)

半期報告書

34/35



 独立監査人の中間監査報告書 

   2011年10月12日

オリジン東秀株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 飯島　誠一　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　　努　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるオリジン東秀株式会社の２０１１年２月１日から２０１２年１月３１日までの第４６期事業年度の中間会計期間（２

０１１年２月１日から２０１１年７月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

オリジン東秀株式会社の２０１１年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（２０１１年２

月１日から２０１１年７月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

 

追記情報

「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「資産

除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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